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論文の概要 
総人口が減少する一方で、世帯の食料費が増加傾向にあることに着目し、都道府県

データを用いて食料費のクラスター分析及び相関分析を行っている。この結果、食料
費は第一次産業就業者数及び食料自給率と負の相関、共働き世帯数とは正の相関があ
ることを示している。また、重回帰分析により生産農業所得と六次産業事業所数等の
相関が高いことを示した上で、第一次産業の六次産業化推進を提言している。 

論文審査会コメント 

  分析技術をプロセス化している力量は高く、分析の着眼点が面白い。 
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１．研究のテーマと目的 

わが国では、総人口が減少している一方で、食料費支出は増加傾向にある（図 1、図 2）(1)。これを踏まえて、

食料費支出の推移は、単に人口の増減が影響するとは限らないと考え、食料費支出と関係のある要因の分析を

試みた。 

中分類食料品目別支出金額をデータに、都道府県間の偏差パターン類似率を算出した森（1990）の研究によ

ると、所得水準の差が食料費支出に関係すると証明されている(2)。しかし、SSDSE データにより同年の食料費

支出を都道府県別に比較すると、所得水準が低い都道府県も支出額上位に位置している(図 3) 。したがって、食

料費支出と関係のある要因は所得水準に限らないと考えた。 

図 1 総人口の推移 図 2 1 世帯当たり 1 か月間の食料費支出の推移 

図 3 都道府県別の食料費支出 
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このような背景を踏まえて、本研究では以下の 2 つの仮説を設ける。 

1. 第一次産業が盛んな地域では、自給自足をする傾向があり、食料を購買する機会が少ない 

2. 共働き世帯が多い地域では、調理の時間を省くため、中食や外食を利用する傾向がある 

これらの仮説を立てた上で、食料費支出の関係要因の分析を行った。また、この検証の過程で扱う変数の関

係から、都道府県間で異なる特性やライフスタイルを考察する。さらに、都道府県別の特性から日本の全体像

を把握し、一部地域活性化の一案として「一次産業、二次産業、三次産業としての小売業等の事業との総合的

かつ一体的な推進を図り、農山漁村の豊かな地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取組である」六次

産業化を挙げ、その可能性を明らかにする分析も併せて行う (3)。分析から得られた結果を基に、地方創生策を

提言することを本研究の目的とする。 

 

２．研究の方法と手順 

本研究では、IBM の統計解析ソフトウェアである SPSS Statistics を使用して、分析を行った。まず、より正

確な分析を行うため、クラスター分析を用いて、多くの変数に共通して外れ値に該当する都道府県を特定す

る。その後、相関分析により、食料費支出と関係のある要因を探す。 

六次産業の分析においても、食料費支出の関係要因の分析と同様、はじめにクラスター分析を用いて、外れ

値となる都道府県を選別する。そして、六次産業化がもたらす影響を、重回帰分析を用いて明らかにする。 

 

３．データセットの加工 

 本研究では、クラスター分析、相関分析、重回帰分析の変数として 15 のデータを使用した。それぞれ 47 都

道府県のデータを SSDSE-2020 または e-Stat、農林水産省から入手した。項目、加工、出典、データのコード

は以下の表 1 に記す（全て都道府県別、第一次産業事業所数以外 2015 年）。 

 

表 1  

項目 加工の有無 出典・コード 

食料費(2 人以上世帯)  SSDSE-2020B L322101 

第一次産業就業者数割合 第一次産業就業者数÷総人口 SSDSE-2020A F2201 A1101 

第二次産業就業者数割合 第二次産業就業者数÷総人口 SSDSE-2020A F2211 A1101 

第三次産業就業者数割合 第三次産業就業者数÷総人口 SSDSE-2020A F2221 A1101 

共働き世帯実数 共働き世帯割合×一般世帯数 社会・人口統計体系 A 人口・世帯 

F01503(4) A710101(1) 

食料自給率  農林水産省 都道府県別食料自給率

生産額ベース(5) 

勤労世帯収入  社会・人口統計体系 A 人口・世帯 

L3110(1) 

県内総生産  社会・人口統計体系 A 人口・世帯 

C1111(1) 

内食費 穀類＋魚介類＋肉類＋乳卵類＋

野菜・海藻＋果物＋油脂・調味料 

家計調査 家計収支編二人以上世帯 

年報 年次 2015 年(6) 

中食費(調理食品費)  

外食費(一般外食費)  

第一次産業事業所数（2014 年）  社会・人口統計体系 A 人口・世帯 

C2110(1) 

第六次産業事業体数(加工)  社会・人口統計体系 A 人口・世帯 

C312601(1) 

第六次産業事業体数(直売所)  社会・人口統計体系 A 人口・世帯 

C312602(1) 

生産農業所得  生産農業所得統計(7) 
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表 2-5 所属クラスタ 

 

４．データ分析の結果 

4.1 クラスター分析——食料費支出の関係要因 

 相関分析にあたり、外れ値が多く見られる都道府県を除くため、クラスター分析を行った。用いた変数は、

食料費、県内総生産、勤労世帯収入、第一次産業就業者数割合、第二次産業就業者数割合、第三次産業就業

者数割合、食料自給率、共働き世帯数の各都道府県のデータであり、6 つのクラスターに分類した。分析の

結果、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府は、中心値が大幅に異なる傾向があることが分かる。したがって、

より正確な分析を行うため、以降の分析では、上記 4 つの都府県のデータを除いた。 

 

 

 

 

  

表 2-1 最終クラスタ中心 

表 2-2 最終クラスタ中心間の距離 

表 2-3 分散分析 

表 2-4 各クラスタのケース数 
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4.2 相関分析 

 先に述べた 2 つの仮説に基づき、相関分析を行った。用いた変数は、食料費、県内総生産、勤労世帯収入、

第一次産業就業者数割合、第二次産業就業者数割合、第三次産業就業者数割合、食料自給率、内食費、中食

費、外食費、共働き世帯数の 43 道府県のデータである。 

 

  

 

まず、1 つ目の仮説に基づいて食料費、内食費、中食費、外食費、第一次産業就業者数割合、食料自給率

の相関関係に着目する。その結果、食料費と内食費・外食費（r=0.852, r=0.701, p<0.05）、第一次産業就業者数

割合と食料自給率（r=0.853, p<0.05）の間には、強い正の相関関係があることが分かり、食料費と中食費(r=0.693, 

p<0.05）との間にも、正の相関関係があることが分かった。また、食料費と第一次産業就業者数割合・食料

自給率（r=-0.646, r=-0.629, p<0.05）、食料自給率と内食費（r=-0.577, p<0.05）の間には、負の相関関係が見ら

れた。 

次に 2 つ目の仮説に基づいて食料費、内食費、中食費、外食費、第一次産業就業者数割合、第二次産業就

業者数割合、第三次産業就業者数割合、共働き世帯数の相関関係に着目する。その結果、共働き世帯数と県

内総生産額（r=0.979, p<0.05）の間には、強い正の相関関係があり、食料費・第三次産業就業者数・内食費・

外食費（r=0.421, r=0.330, r=0.349, r=0.390, p<0.05）との間にも、正の相関関係があることが分かった。また、

第一次産業就業者数（r=-0.499, p<0.05）との間には、負の相関関係が見られた。 

 

4.3 クラスター分析——六次産業化 

重回帰分析にあたり、外れ値が多く見られる都道府県を除くため、クラスター分析を行った。用いた変数

表 3 相関行列 
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表 4-5 所属クラスタ 

は、六次産業事業体数（加工と直売所）の各都道府県のデータであり、6 つのクラスターに分類した。分析

の結果、北海道、千葉県、静岡県、長野県は、中心値が大幅に異なる傾向があることが分かる。したがって、

より正確な分析を行うため、以降の分析では、先のクラスター分析で外れ値とした東京都、神奈川県、愛知

県、大阪府を含めた、8 つの都道府県のデータを除いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 4-1 最終クラスタ中心 

表 4-2 最終クラスタ中心間の距離 

表 4-3 分散分析 

表 4-4 各クラスタのケース数 
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4.4 重回帰分析 

 六次産業の推進による影響を証明するために、重回帰分析を行った。従属変数に生産農業所得、独立変数

に第一次産業就業者数割合、第一次産業事業所数、食料自給率、六次産業事業体数（加工）、六次産業事業所

数（直売所）を当てはめる。以下が分析の結果である。 

 

 
 

 
 

 
 

分析の結果、第一次産業就業者数割合と第一次産業事業所数は、生産農業所得の有意の要因ではないこと

が分かった。一方、六次産業事業体数は、生産農業所得の有意の要因である。また、標準化した値に着目す

ると、食料自給率が最も生産農業所得に影響を与えることが分かる。従属変数 y を農業生産所得、独立変数

x₁を食料自給率、x₂を六次産業事業体数（加工）、 x₃を六次産業事業体数（直売所）とすると、

y=4.653x₁+0.378x₂+0.530x₃という回帰式が成り立つ。 

 

５．結果の解釈 

 5.1 食料費支出の関係要因 

まず、1 つ目の仮説に基づく分析結果からは、第一次産業就業者数割合が高い道府県は、食料自給率が高く

自給自足をするため、食料費支出が少ない傾向があると考えられる。このことから、第一次産業を今後どのよ

うに発展させることができるのかを、次節における六次産業化の推進の分析結果の解釈で提言することとし

たい。 

次に、2 つ目の仮説に基づく分析結果からは、共働き世帯の外食に対する支出が多いことが分かる。しかし、

表 5-1 モデルの要約 

表 5-2 分散分析 

表 5-3 係数 
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中食との相関関係は見られず、仮説を完全に支持するような結果には至らなかった。これは、仕事帰りに調理

食品を購入し、家で食べるというスタイルは、極めて都市部のみで観察される形であり、該当の道府県では自

家用車で通勤する労働者が多いと推計されることを考えると、外食の支出のみが多くなることが予想される。

また、共働き世帯数と勤労世帯収入の相関関係が有意でないことから、単に働き手が多いことが収入の多さに

直結するとは限らないことが分かった。 

 

5.2 六次産業化の推進 

重回帰分析の結果からは、食料自給率、すなわち各地域の食料生産額が多いほど、生産農業所得も増加す

るが、第一次産業の就業者及び事業所が多いほど、生産農業所得が増加するとは限らないということが分か

る。しかし、六次産業事業所数が多い県ほど、生産農業所得も増加することから、単に第一次産業を推進する

のではなく、生産したものを活かして六次産業を発展させ、産業や流通を整えることが、地域の活性化に繋が

ると考えられる。 

 先の分析で、食料費支出が少ない都道府県は自給自足をする傾向があり、食料を購買する機会が少ない可能

性があるという仮説から、第一次産業就業者数割合が高い道府県は食料費支出が少ない傾向があることが分

かった。そのような地域の活性化及び第一次産業の発展を目指すために、六次産業の推進を提言する。これ

は、生産したものを自給自足で留めるだけではなく、生産農業所得増加に繋げるためである。また、食料費支

出の関係要因の分析を目的とした相関分析の結果によると、中食・外食と食料費、食料費と県内総生産の間に

正の相関関係があることから、地元産の農産物で中食・外食を発展させることも、結果として県内総生産増加

に繋がることが考えられる。 

 

5.3 課題と展望 

 本研究では、クラスター分析により外れ値となる都道府県データを選別した。しかし、隣接する都道府県は

互いに影響を受けている可能性があるため、分析に使用した道府県の中にも、実際には考察に当てはまらない

地域の特性やライフスタイルが見られる場合がある。また、本研究で使用したデータは、二人以上の世帯の統

計であるため、単身世帯数も含めた分析を行うと、より多くの関係要因が求められ、単身世帯数が増加傾向に

あるわが国に適した分析結果が得られると考える。一方で、本研究は、食という消費支出に関係する要因が人

口及び所得に限らないことを証明した点で、総人口が減少傾向にあり、経済力に地域差のあるわが国におい

て、地域ごとの食品産業の発展に寄与するものであると期待できる。また、単に働き手が多いことが所得の多

さに直結するとは限らないことが併せて確認できたことから、人口や働き手の数だけが地域の活性化に影響

するとは考えにくい。したがって、地方創生において人口増加のみに焦点を当てるのではなく、労働生産性と

いった側面に着目することも重要であると考えられる。 
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